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平成２８年６月１４日 

総務大臣 

 山本 早苗殿 

 

日本放送協会       

 会長 籾井 勝人    

 

 

４Ｋ・８Ｋ試験放送送出設備を賃貸する業務等の認可申請について 

 

 

放送法第２０条第３項の業務として、４Ｋ・８Ｋ試験放送送出設備を

賃貸する業務及び委託により４Ｋ・８Ｋ試験放送に係る放送番組を送

出する業務を行いたいので、同条第１４項の規定に基づき、同法施

行規則第１３条に規定する別紙の資料を添えて認可申請いたしま

す。 

別添① 
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（別紙） 

 

１ ４Ｋ・８Ｋ試験放送送出設備を賃貸する業務 

 

（1） 業務の内容 

日本放送協会（以下「協会」という。）では、本年度から実施予

定のＢＳ放送による４Ｋ・８Ｋ試験放送において使用するため、放送

センターに、４Ｋ・８Ｋ放送番組送出設備（放送センターからＢＳ放

送アップリンク局に４Ｋ・８Ｋ放送番組を送出する設備）を整備して

いる。 

本業務は、一般社団法人放送サービス高度化推進協会が行う

ＢＳ放送による４Ｋ・８Ｋ試験放送のため、協会が保有する４Ｋ・８Ｋ

試験放送送出設備を、同法人に対し、当該設備が協会の目的を

達成するための業務の用に供されていない時間帯に賃貸するもの

である。 

 

（2） 業務を行うことを必要とする理由 

ＢＳ放送による４Ｋ・８Ｋ試験放送については、本年度から、協会

のほか、一般社団法人放送サービス高度化推進協会が実施予定

であり、同法人から、当該試験放送実施のため、協会が保有する

４Ｋ・８Ｋ試験放送送出設備を賃貸により使用したい旨の要望があ

った。 

当該賃貸を行うことにより、協会が保有する４Ｋ・８Ｋ試験放送送
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出設備の有効活用が図られることになり、また、同法人による試験

放送の円滑な実施に貢献することを通じて、４Ｋ・８Ｋ放送の普及・

発達に資することになるものと考えられる。 

本業務は、上記理由により行うものである。 

 

（3） 業務の実施計画の概要 

①対象となる設備 

協会の保有する４Ｋ・８Ｋ試験放送送出設備一式（共通設備、

４Ｋ関連設備、字幕関連設備及び８Ｋ関連設備）。 

②賃貸の価格 

４Ｋ・８Ｋ試験放送送出設備一式  月額 3,674 千円 

（消費税別） 

賃貸の価格は、賃貸する放送設備に係る減価償却費、資本

利子、固定資産税、維持運用費および一般管理費等により算

定したものである。なお、物価変動等により不相当となったとき

は随時改訂する。 

また、賃貸価格は毎日１時間の放送を行うとした場合の想定

額であり、放送実績に応じて変動する。 

 ③実施期間 

試験放送開始の日（平成２８年１２月１日を予定）から終了の日

まで。（約２年間を想定。） 

 ④必要経費 

本業務の実施に当たっては、賃貸する放送設備に係る減価
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償却費、資本利子、固定資産税、維持運用費および一般管理

費等の経費が必要となる。これらの経費については、当該業務

に係る一般社団法人放送サービス高度化推進協会からの賃貸

料収入をもって充当する。 

 

（4） 業務の収支の見込み 

                      （単位 百万円・消費税別） 

区 分 ２８年度 ２９年度 ３０年度 

収 入 14 44 88 

支 出 12 36 74 

収支差 2 7 14 

    ※２８年度（１２月から３月まで）及び２９年度は毎日１時間、  

３０年度は毎日２時間の放送を行うとした場合の想定額。 

 

（5） 業務を行うために必要とする資金の額及びその調達方法 

    なし 

 

（6） その他必要な事項 

本業務を行うに当たっては、以下の点を賃貸の条件とする。 

①賃貸する設備の試験放送以外の使用は禁止する。 

②賃貸する設備の運用・管理は協会が行うこととする。 

③緊急時の放送確保については、協会の放送を優先する。 

④賃貸する設備の使用不能等により生じた損害について、協会 

は一切の責任を負わない。 
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⑤協会の目的を達成するための業務の円滑な遂行に支障を与え 

ない範囲内で行うものとする。 
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２ 委託により４Ｋ・８Ｋ試験放送に係る放送番組を送出する業務 

 

（1） 業務の内容 

本業務は、一般社団法人放送サービス高度化推進協会からの

委託により、協会が保有する４Ｋ・８Ｋ試験放送送出設備を使用し

て、同法人が行うＢＳ放送による４Ｋ・８Ｋ試験放送に係る４Ｋ・８Ｋ

放送番組の送出を行うものである。 

 

（2） 業務を行うことを必要とする理由 

一般社団法人放送サービス高度化推進協会からは、ＢＳ放送

による４Ｋ・８Ｋ試験放送の実施のため、協会が保有する４Ｋ・８Ｋ

試験放送送出設備の賃貸による使用とともに、当該設備を使用し

ての４Ｋ・８Ｋ放送番組の送出を委託したい旨の要望がなされてい

るところである。 

４Ｋ・8Ｋ試験放送は、１のチャンネルを協会および同法人が時

分割して行う放送であることから、同一の送出設備を使用する場

合においては、当該設備の使用方法を熟知している協会が一括

して放送番組の送出を行うことにより、協会及び同法人の双方にと

って、安全かつ効率的な送出が可能となる。 

本業務は、上記理由により行うものである。 
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（3） 業務の実施計画の概要 

 ①受託料 

月額 1,225 千円（消費税別） 

 受託料は、人件費及び管理費等により算定したものである。

なお、物価変動等により不相当となったときは随時改訂する。 

 また、賃貸価格は毎日１時間の放送を行うとした場合の想定

額であり、放送実績に応じて変動する。 

 ②実施期間 

試験放送開始の日（平成２８年１２月１日を予定）から終了の日

まで。（約２年間を想定。） 

 ③必要経費 

本業務の実施に当たっては、人件費、管理費等の経費が必

要となる。これらの経費については、当該業務に係る一般社団

法人放送サービス高度化推進協会からの受託料収入をもって

充当する。 

 

（4） 業務の収支の見込み 

                      （単位 百万円・消費税別） 

 

 

 

 

 

区 分 ２８年度 ２９年度 ３０年度 

収 入 4 14 29 

支 出 4 12 24 

収支差 0 2 4 
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※２８年度（１２月から３月まで）及び２９年度は毎日１時間、 

３０年度は毎日２時間の放送を行うとした場合の想定額。 

 

（5） 業務を行うために必要とする資金の額及びその調達方法 

    なし 

 

（6） その他必要な事項 

 ①受託業務は、協会の本来業務の円滑な遂行に支障のない範囲

で行う。 

 ②協会は、受託業務の一部を再委託することがある。 

 


